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市町村の母子保健計画の策定プロセスと策定後の変化
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目的 本研究は，市町村母子保健計画の見直しやその推進に資する知見を提供することを目的と

した。

方法 母子保健計画の策定プロセスおよび策定後の母子保健事業の変化について，全国の市区町

村に対して郵送調査を行った。

結果 2,362自治体から回答が得られた（回収率：72.6％）。このうち，平成 9 年度までに策定を

終えていた2,202自治体について分析を行った。

策定委員会は63.9％の自治体で，作業部会は54.4％の自治体で設置されていた。作業部会

は策定委員会に較べて，限られたメンバーで構成されており，特に，母親代表の参画は少な

かった。作業部会を 5 回以上開催した自治体は作業部会を設置した自治体の37.5％であっ

た。地域の母子保健事業に対するニーズを把握するため，住民や関係者に対するヒアリング

やアンケートを実施していたのは56.0％であった。

計画策定プロセスへの県型保健所の関わりでは，関係資料の提供が最も多く61.9％で，策

定委員等としての参画38.5％，計画策定研修会の開催33.8％，首長などへの趣旨説明

18.3％，策定組織の運営の支援12.1％，ニーズ分析への支援11.8％であった。

計画内容の住民への周知や策定後の進行管理を行っている自治体は半数に満たなかった。

人口規模の大きな自治体ほど住民への周知や進行管理を行っていた。

計画策定後，72.9％の自治体で新規事業が始まっていたが，事業が廃止されたのは10.1％
であった。策定に伴う母子保健事業の変化や他部局や関係機関との連携の促進は，おおむね

人口規模の大きな自治体ほど多かった。

保健所の支援を含む策定プロセスや計画書の活用状況，進行管理，策定後の母子保健事業

の変化は，いずれも都道府県によって大きな格差を認めた。
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